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要 旨

本研究では，地方都市都心商業地域での路上駐車の非放置路上駐停車行動を，実態調査

に基づく統計的分析からその特性を示した．街路の滞留機能１）については，昭和６３年及び

平成２年に交通対策本部２）が施策をまとめ，その中で「秩序ある駐車の推進」に表現され

るように，いくつかの街路機能の共存が重視されるようになった．その結果，平成１８年か

らは民間の駐車監視員による放置自動車の取り締まりが開始されたが，この放置自動車の

重点的な取り締まりは非放置駐車の増加や駐車時間の長時間化を伴うこととなり３），アイ

ドリングを伴う駐車の増加等新たな問題も発生している．統計分析では，この様な駐車特

性相互の関係も考慮した．

Key Words：on−street−parking,road traffic law, statistics, traffic survey

１．研究の目的

道路交通法２）では路上での駐車と停車の区別が厳密に定義され，平成１８年以降は民間の駐車

監視員制度を創設し特に放置自動車の規制を行っている．この法律は昭和３５年に公布され約半

世紀を経たが，交通管理者による取り締まりは日時や場所を限定したものであり，我が国の路

上駐車問題はなお問題であり続けている．この理由は本文中にて説明するが，平成１８年以降重

点的に行ってきた放置自動車の取り締まりは，結果として非放置自動車の増加と駐車の長時間
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化を促し３），交通秩序は悪化した面もある．本研究ではこの問題について，札幌市都心地区で

の実態調査からその現象を統計的に分析した．

２．既存研究について

路上駐車の非放置・放置行動に関する本研究の内容は，交通管理に関する法制度及び法解釈

と，実態調査に基づくデータ解析である．従って既存研究の調査もこの二つの点から行った．

対象は土木学会論文集，土木計画学研究論文集（以上土木学会），日本都市計画学会論文集

（日本都市計画学会），国際交通安全学会誌（国際交通安全学会），交通工学（交通工学研究

会），月刊交通（道路交通研究会）他の論文集及び学術誌であり，過去２０年～３０年程のレ

ビューである．

� 交通の法制度及び法解釈に関する研究

参考文献１）２），４）～２２）は関連する参考図書であり，道路交通法とその解説，交通事

故の法律・解釈等に関するものである．交通と法に関し，本研究の前提となる基礎知見に関す

る文献である．また論説，報告，既存研究を２３）～６０）に示す．内容は，交通事故や交通規制

に関するものが多い．本研究はこれら特定のテーマを意図したものではないが，関連する研究

として列記した．また交通に関わる法研究全体を知ることも意図した．本研究の内容と直接関

わるものは，後述する国際交通安全学会の特集であるが，これらには研究論文以外のものも多

く含まれる．講演や論説等からも多くの示唆と知見を得た．

土木学会を中心とする学術研究では，本研究の問題意識である法や市民意識に関する研究は

ごく少ない．その一つに違法路上駐車行動の法律遵守意識に注目した研究がある５５）．他この分

野での多くの法律研究は，参考文献２７）に示すような施設整備・事業に関することや，交通規

制の内容が中心となるが，交通工学研究会ではこれらの特集を随時に行っている．特に同研究

会では，交通事故対策について，道路交通法と道路法両者の立場で研究活動を行っていること

が特徴である．交通事故対策は，二つの法律に共通する実務上の重要課題である．

国際交通安全学会では１９９９年９月（Vol２５No．１），「交通をめぐる法」なる特集の中で，参考

文献３９）～４５）の報告及び解説が示された．特に参考文献３９）は，本研究が直接参考とした論

説であり，社会的ルールを規制力（サンクション）により，習慣，民習（folk ways），マ

ナー，習律（mores），法に分類している．また我が国において，法が法として機能するために

必要ないくつかの点を指摘している．その一つは法の修正及び新規作成についてであり，一つ

は規制緩和に関わる問題，さらに一つは法が有効たり得るための法への参加のあり方である．

参考文献４０）では，日本交通法学会が設立された１９７０年以降の研究動向が，定期大会のシンポ

ジウムのテーマを引用し説明されている．その内容は，１９７０年は交通事故抑止のための方
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策，１９７２年は示談，保険約款，自賠責保険等交通事故損害賠償の問題，１９７６年は交通公害と交

通事故の制裁について，１９８８年は飲酒と事故の関係，１９９１年は違法駐車問題である．時代によ

り注目されるテーマはあるが，１９９２年以降及び全体をとおして交通法学の関心は，（イ）交通

事故の損害賠償をめぐる法研究が中心であり，（ロ）交通法全般にわたる問題はほとんど扱わ

れていないことが説明されている．

従って従来の研究動向は，工学の分野では交通事故対策での規制や事業に関すること，法学

の分野では交通事故の賠償問題が実務上の興味の中心であった．

� 路上駐車に関する研究

路上駐車に関する研究の中で，非放置・放置行動を対象とした研究は限られる６１），６２）が，この

問題は継続的な路上駐車研究の中に位置づけられるものであり，路上駐車に関わる研究を概観

した．なお駐車場選択行動のモデル分析や路外駐車と路上駐車の関連に関するものは除いた．

既存研究及び関連する資料を，参考文献６１）～１１９）に示す．厳密な区別ではないが，参考

文献６３）～９０）は主に論説及び講演・報告であり，参考文献９１）～１０８）は研究論文であ

る．１０９）～１１９）は参考資料等である．出典は年次順に記した．

昭和３２年公布の駐車場法制定の経緯等も含め，１９８０年（昭和５５年）前後までの駐車政策は参

考文献６３）～６６）にまとめられている．この研究は，我が国の都市駐車政策の経緯をまとめた

最初の研究であるが，新谷によるこの一連の研究において，駐車政策の４つの基本である付置

義務施設，都市計画駐車場，届出駐車場，路上駐車場の位置づけと各々の関連が端的に説明さ

れている．これより１９９０年代までの路上駐車対策は，路外駐車場の整備による路上から路外へ

の誘導を基本としてきたことがわかる．しかし１９９０年代後半から，「街路空間の再配分」１００）や

「路上駐車施設設置効果」１０１）なる表現に示されるように，駐車機能を街路機能の一部と考え，

積極的に通過交通や自転車及び歩行者との共存策を探る傾向がみられ始めた．これら最近の研

究動向は参考文献８１）～９０）で知ることが出来る．その背景には，路上から路外への誘導が困

難な荷捌き交通対策や，地方都市での都心商業活動の再活性化等の問題があった．一方，路上

駐車規制は道路交通法に基づくものであり，時間制限駐車区間において交通管理者が設置する

パーキング・メーターやパーキング・チケットの利用特性等も研究９９）されてきた．

参考文献１０６），１０７），１０８）は主に放置自動車の削減を意図し，平成１８年６月から開始され

た駐車監視員制度を対象とした研究である．参考文献１０６）は民間による駐車監視員制度の導

入効果を明らかにした最初の研究であり，路上駐車行動の変化を意識調査に基づき統計的に分

析するとともに，非集計ロジットモデルや重回帰分析を用いて行動の変化とその要因を関連づ

けている．参考文献１０７）は，路上駐車の分析手法としてGISソフトウェアーの有効性を検証

していることが特徴である．この研究では，制度の導入による路上駐車行動の変化を，本研究
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と同時期の３時点で捉えており，時間的経過による行動の変化を示した．また対象地域を重点

地域と周辺地域に分類し，取り締まりを回避して周囲に駐車が散らばる現象（風船効果）につ

いても調べた．参考文献１０８）は荷捌き交通に関する研究であり，この監視員制度の挿入によ

るローディングベイでの駐車行動の変化を調べている．プレート式連続調査で得られたデータ

から，駐車台数や駐車時間長に関する詳細な分析を行い，ローディングベイでの適切な駐車時

間管理や荷捌き目的外駐車である乗用車等の排除の必要性を強調している．

３．道路交通法による規制基準

� 「駐車」と「停車」

改めて記すまでもないが，我が国の路上駐停車規制は道路交通法（以下法）第二条第十八号

にて「駐車車両が客待ち，荷待ち，貨物の積卸し，故障その他の理由により継続的に停止する

こと（貨物の積卸しのための停止で五分を超えない時間内のもの及び人の乗降のための停止を

除く．），又は車両等が停止し，かつ，当該車両の運転をする者（以下「運転者」という．）が

その車両を離れて直ちに運転することができない状態にあることをいう．」（以下引用文は教科

書体で記述）と説明されている．この記述は前段の「車両が・・」と後段の「又は車両

は・・」の二つの２つの内容からなっており，いずれかに該当すれば駐車である．停車につい

ては，同条第十九号にて「停車 車両等が停止することで駐車以外のものをいう．」と示され

ている．従って，

【例１】「５分を超えない貨物の積卸しで運転者が車両を離れた」→運転者が直ちに運転できな

い状態なので「又は車両は・・」（後段）以下に該当し駐車となる．

【例２】「運転者が乗車した状態で６０分（長時間）継続的に停止した」→「車両が・・その他の

理由により継続的に・・」（前段）に該当し駐車となる．

なお昭和３９年の最高裁判決では「自動車を運転中，電話をかける用件が生じたのでエンジン

を止めたうえ，七メートル離れた店頭の赤電話のところに行き，まず電話帳をめくって先方の

番号を調べ，次いで電話をかけようとしたときは，「運転者がその車両を直ちに運転すること

ができない状態」にあったといえるから，道路交通法二条十八条後段に定める「駐車にあた

る．」２）と同法の条文を解釈した．つまり一般的な表現では，５分を超えず運転者が乗車してい

る状態が停車であり，「５分を超える」か，または「ドライバーが下車した」状態が駐車とな

るのである．

なお「停車及び駐車を禁止する場所」，「駐車を禁止する場所」は法第四十四条及び法第四十

五条に示されているが，我が国の多くの都市の中心市街地ではこれ以外の場所でもほぼ全域が

駐車禁止場所となっている．この根拠は法第四条による公安委員会の交通規制によるものであ

り，本研究での分析はこれらの場所全てを対象とした．
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�「放置」と「非放置」

a）法改正の背景

「放置車両」に関する法の記述（法第五十一条の四）は，平成２年の法改正による．同年は

「大都市における道路交通円滑化対策について」（昭和６３年：交通対策本部決定）や，「大都市

における駐車対策の推進について」（平成２年：交通対策本部申し合わせ）等，新たな都市交通

の施策がまとめられた時期である．ここで平成２年の「大都市における駐車対策の推進につい

て」は，「大都市における道路交通円滑化対策について」（昭和６３年）のいくつかの施策を，個

別具体化したものである．これらは大都市の道路交通容量や需要軽減及び広報・調査研究等多

くの分野を施策の対象としているが，特に路上駐車対策では「秩序ある駐車の推進」，「適正な

交通規制の実施」なる表現で，従来からの規制の厳格化とは異なった視点が強調されている．

これらの経緯の中で，法に示された放置車両なる記述は，将来の路上駐車管理構想の布石で

あった．

ここで上記の交通対策本部の「決定」及び「申し合わせ」は法令ではないが，本部長は総理

府総務長官，部員は各省の事務次官であり，実務上は令，規則に相当するものである．

b）確認事務の実行体制

放置車両規制に対する法的根拠は上記の法改正で示されたが，その実行体制については未整

備であった．本来放置行為なる概念は，既に法第二条の駐車及び停車の定義に含まれているも

のであり，交通管理者が放置行為に対してのみ規制を行うことはつじつまが合わない．そこで

示されたのが，民間人による確認事務の委託（法第五十一条の八）であり，法の中では「警察

署長は，・・・放置車両の確認及び標章の取付け（・・）の全部又は一部を，公安委員会の登

録を受けた法人に委託することができる」と表

現されている．この条文は平成１６年の法改正に

より平成１７年度より施行され，平成１８年６月か

ら実務１１７），１１８），１１９）が行われることとなった．放置

車両に関する法改正から１５年後に規制の実行体

制が整ったことになる．

� 駐停車行動の法的分類

路上駐停車の法及び取り締まりの実務を考慮

した分類を図－１に示す．図中縦軸は放置・非

放置の分類，横軸は駐車時間の長さ（５分以下

及び５分を超える）の分類である． 図－１ 駐停車行動の分類

３１非放置路上駐停車行動に関する統計分析
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①「A合法」について

駐車時間が５分以下で非放置の駐車であり，合法的路上駐車である．ただし交差点内やバス

停付近の駐停車禁止区間では違法行為となる．

②「B準違法」及び「B’準違法」について

準違法なる法律用語は無く，便宜的に用いる．ここで「B準違法」は駐車時間５分以下で放

置の場合，「B’準違法」は駐車時間は５分を超える非放置の場合である．前者は平成１８年以降

の民間監視員の確認業務の対象となり得るが，多くの公安委員会では，確認作業に敢えて５分

～１０分程度の時間を要しており，実務上取り締まりの対象となっていない．確認作業中に非放

置となった場合は作業は中止する．一方長時間の非放置行動については確認作業の対象ではな

い．法的には違法行為であるが，我が国の社会通念上取り締まりの対象とはなりにくい．以上

の理由により，これら二つの駐車行動をここでは準違法と表現した．

③「C違法」について

駐車時間が５分を超える放置の路上駐車である．我が国の社会通念では，この条件下での駐

車行動を違法駐車と考える場合が多い．「駐車時間５分を超えない」かつ「非放置」を以て合法

的駐車とする法に対し，「駐車時間５分を超えない」または「非放置」の行動は容認されると

考える市民意識との差は，路上駐車の交通秩序を考える上での課題である．平成２年の法改正

による放置行為の概念は，法と社会通念のずれを修正する工夫と考えられる．

４．調査の概要

札幌市都心地区での調査の概要を表－１に示す．調査は平成２０年と平成２２年及び平成２３年に

延べ１７日間行った．調査方法は，８：００～１９：００

の時間帯での連続時間（ナンバープレート）調

査１０９）であり，計５，８７５台の記録を得た．対象は路

上に駐車した全ての四輪自動車である．札幌市の

駐車場整備地区は都心部を中心に約１．６�の方形

（PT調査での都心小ゾーン２つ）であり，調査地

区はほぼその中央に位置する駅前通りである．沿

道の用途別床面積等は算出していないが，平成２０

年及び平成２３年度は主に業務系，平成２２年は商業

系地区での調査である．

項 目 内 容

日時 平成２０年６月～１０月平日

平成２２年９月平日

平成２３年８月平日

調査時間帯 ８：００～１９：００

場所 札幌市都心部：駐車場整備地区

街路延長 約１，３００m

平成２０年度 業務系地区

平成２２年度 商業系地区

平成２３年度 業務系地区

調査 平成２０年度 ２，１８１台

台数 平成２２年度 １，３１２台

平成２３年度 ２，３８２台 計５，８７５台

表－１ 調査の概要

堂 柿 栄 輔・佐 藤 哲 身・吉 田 文 夫３２

：】Ｓｅｒｖｅｒ／北海学園大学工学部研究報告　　　１５０線／第４２号／本文　，．／０００～０００　０４　非放置路上停車４Ｃ  2014.12.05 10.22.05  Page 32 



５．統計分析

� 違法駐車等の割合

駐停車行動の分類（図－１）に対応する台単位と台分単位及び平均駐車時間（m）（分）の集

計値を表－２に示す．なお放置と非放置を繰り返す５％程度の駐車行動と，ほぼ１００％が非放

置であるタクシーは集計から除いた．台単位の値は，「A合法」では１，３３４台であり，全体に対

する割合は３０．６％（＝１，３３４÷４，３６１×１００），台分単位の値は１，３３４台の駐車時間の合計が２，３０７

分であること，従って平均駐車時間（m）は１．７分（＝２，３０７÷１，３３４）であることを示す．図

－２と図－３は台単位及び台分単位集計値の図示である．両図とも縦軸は実数（（台），（台

分））であるが，図中の数値は全体に対する割合（構成比（％））である．これより，

①図－２より，法基準による停車行動「A合法」は３０．６％であり，厳格な取り締まり下でも約

３割の路上駐車は残ることになる．「B準違法］，「B’準違法」及び「C違法」計の６９．４％は違法

駐車であるが，民間の監視員により確認可能な駐車は，「C違法」であり，この割合は２４．４％

である．一方，「B準違法」と「B’準違法」の計は４５．０％であり，路上駐車全体の５割程度を

占める．また停車時間５分以下の放置行動「B準違法」は２８．７％であり，「A合法」と合わせ

５９．３％が５分以下の駐停車行動であった．

②台単位で３０．６％を占める「A合法」の

割合は図－３の台分単位では６．１％であ

り，短時間駐車の繰り返しによる路側占

有負荷は小さいことがわかる．これに対

し「C違法」は４６．７％であり，４分類中

最も大きな値である．民間の駐車監視員

による確認作業は数年を経過するが，な

分類 台単位 台分単位 m（分）

A合法 １，３３４（３０．６％） ２，３０７（６．１％） １．７

B準違法 ７１１（１６．３％）１３，７４２（３６．５％） １９．３

B’準違法 １，２５０（２８．７％） ４，０１２（１０．７％） ３．２

C違法 １，０６６（２４．４％）１７，５６７（４６．７％） １６．５

計 ４，３６１（１００％）３７，６２７（１００％） ８．６

表－２ 図－１分類による駐停車数の統計値

図－２ 路上駐車の分類（台） 図－３ 路上駐車の分類（台分）

３３非放置路上駐停車行動に関する統計分析
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お対象となる違法行為は相当数残り続けており，この制度の継続は重要である．また非放置の

長時間駐車である「B’準違法」は３６．５％を占め，平均駐車時間は１９．３分で４分類中最も長い．

これは非放置の長時間駐車が路側を占有する状況をよく示している．

③駐車監視員による違法駐車の確認作業は都道府県の公安委員会により運用が少しづつ異な

り，北海道ではおよそ１０分～１５分程度の時間を要している．確認手続き自体は２分～３分で終

えることができるが，あえて時間をかけ厳格な取り締まりを行っていない．これは「自動車交

通を前提とした都市機能の維持」と「交通秩序の維持」の両立に対するに対する公安委員会の

配慮であろう．

� 目的別非放置率

主要４目的の非放置率の台及び台分単位の割合を図－４に示す．また平均駐車時間m及び標

準偏差σを表－３に示す．非放置と放置の繰り返し駐車行動とタクシーは除いた．目的分類は

パーソントリップ調査やOD調査のそれに準じた．調査時の目的分類は８つを観測したが，こ

れら４分類で全体の８７．９％を占める．ここで「送迎」目的は従来からの交通調査にはないが，

路上駐停車行動の特徴を示す目的分類である．この目的には降車のみの駐車と，乗車のみの駐

車の二の形態があるが，ドライバーは乗車した状態つまり非放置である場合が多い．各目的毎

の台及び台分単位集計値の大小関係（図－４）は，非放置の平均駐車時間（表－３）が小の

時，台分単位の非放置率も小となる．例えば「業務」では，７．３分（非放置m）＜１０．８分（放

置m）であり，非放置率２８．１％（台分単

位）＜３６．６％（台単位）である．これよ

り，

①台単位の比較では，「送迎」の非放置率

が最も高く９４．２％，最小は「配達」の

１３．６％である．「送迎」での非放置率の高さ

は想定されたが，「配達」での非放置率

１３．６％は予想より小さく複数乗務等にも限

界があることがわかる．一方「業務」と

「私用」の非放置率は各 ３々６．６％，３９．９％

と近い値であるが，台分単位では各々

２８．１％と４３．８％であり傾向が異なる．この

違いは，非放置及び放置の平均駐車時間の

違いによる．一般に「業務」での路上駐車

は「私用」に比べ，地区の交通条件や規制

分類 業務 配達 私用 送迎

非放置 ７．３ １３．６ １０．９ ５．７

１３．８ ３８．１ １４．６ １２．７

放置 １０．８ ８．１ ９．２ １２．０

２９．２ ９．４ １７．１ １６．２

表－３ 目的別平均駐車時間（上段：m，下段σ）

図－４ 目的別非放置率
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の状況をよく把握しており，従って放置での駐車時間が長くなる傾向がある．「業務」での放置

の平均駐車時間が非放置のそれより３．５分大である一方，「私用」では逆に１．７分短いことはこ

の様な理由による．

②駐車時間のばらつきを示す標準偏差（σ）（表－３）では，非放置の「配達」と，放置の「業

務」の値が大きく変異係数も３（＝σ／m）に近い値となった．ここで「配達」での駐車時間

のばらつきは，例えば複数乗車による多くの配達先を対象とした少数の長時間駐車の影響によ

るものであり，「業務」については，取り締まり時に路上駐車を容易に中断できる状況下での

少数の長時間駐車行動によるものである．

� 目的別駐車時間区分毎の非放置率

駐車時間区分毎の非放置率を図－５に示す．図の縦軸は非放置率（％），横軸は駐車時間区

分（分）である．また表－４は図－５の６つの時間区分の非放置率の統計値である．変異係数

は平均値／標準偏差である．これより，

①「業務」の非放置率は駐車時間による変動が小さく３０％～４０％の範囲にある．また駐車時間

の増加による非放置率の増加または減少の傾向もみられない．６つの時間区分の中では９０分を

超える長時間駐車の非放置率が最も低い．先にも記したが，これはこの目的の長時間駐車の多

くが取り締まりを容易に確認できる状況にあることによる．

②「配達」では３０分以内の非放置率が１３％～１４％程度であるのに対し，駐車時間の増加に従い

非放置率は高くなる．一般に配送業務で

は，短時間の移動の繰り返しによる配達行

動と，長時間駐車による多目的先への配送

行動に別れる傾向がある．その境目は３０分

程度であろう．９０分を超える時間区分の非

放置率は６０％と大きな値となる．

③「私用」での非放置率は，５分以下では

８３．３％，６０分～９０分では１６．７％と変動が大

きく，駐車時間の長短による一定の傾向も

みられない．これはこの目的の多様性を示

すものである．非放置率の平均は４９．６％で

あり「業務」及び「配達」より高い．一般

に私用や買い物交通は，営業や配達業務等

の毎日の繰り返し行動とは異なり，取り締

まりの頻度や厳格さに対する知識も少な

目 的 平均値（％） 標準偏差 変異係数

業 務 ３３．８ ５．０ ０．１５

配 達 ２５．２ １６．５ ０．６５

私 用 ４９．６ １９．６ ０．４０

送 迎 ８９．４ ７．９ ０．０９

表－４ 目的別駐車時間別非放置率

図－５ 目的別駐車時間別非放置率

３５非放置路上駐停車行動に関する統計分析
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い．複数乗車等による非放置率のは高さはその結果であろう．

④「送迎」では駐車時間に限らず非放置率は９０％程度である．この目的を業務系と私用系に分

けたとき，各々の非放置率は業務系が８４．３％，私用系は９６．５％であり，私用目的での非放置率

は１００％近い値となった．

� 非放置率とアイドリング率

放置率とアイドリング率の関係を表－５及び図－６に示す．表－５は車種別及び目的別の放

置率とアイドリング率の集計値であり，図－６はその回帰分析結果である．アイドリング率

（％）の算出式を式－１に示す．

アイドリング率（％）＝
アイドリング台数（台）

データ数（台）
×１００ 式－１

表－５には非放置台数とアイドリング台数は記していないが，例えば乗用車の非放置台数は

１，３６０台であり，アイドリング率６３．７％

（＝１，３６０台÷２，１４９台×１００）である．

これよりアイドリング率と非放置率は

強い相関関係を示すことがわかった．決

定係数は０．９５である．非説明変数をアイ

ドリング率，説明変数を非放置率とした

時，回帰係数は０．６４であり，非放置率の

１０％の増加はアイドリング率の６．４％の

増加となることがわかった．交通管理の

視点では，民間監視員により放置行為を

重点に取り締まりを行ってきたが，ドラ

イバーは非放置行動でこれに対応したた

め，結果として路上駐車のアイドリング

率増加を促すこととなった．

非放置率 アイドリング率 データ数

車
種
分
類

乗用車 ６３．３ ６３．７ ２，１４９

RV ５４．５ ６１ ２１３

商用車 ２５．１ ４６．１ ７３８

トラック １８．４ ４３．７ １，０１６

タクシー ９８．１ ９８．７ １，２３２

目
的
分
類

業務 ３６．７ ４８．３ ９０８

配達 １３．５ ４３ １，４２５

私用 ７０．６ ７７．５ ３６４

送迎 ９４．２ ８７．６ ８６１

表－５ 放置率とアイドリング率

図－６ 放置率とアイドリング率の相関関係
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６．非放置・放置行動の判別分析

判別分析では表－１に示した平成２２年度及び平成２３年度データ３，６９４から，設定したアイテ

ムカテゴリーのいずれかに該当するデータを選別し，不明コードを含むデータは除外した．

データ数は２，０４６である．分析手法は数量化Ⅱ類モデルである．非放置・放置の分類を外的基

準とし，その判別に寄与するであろう駐車特性を説明変数とした．

� 外的基準の統計値

外的基準の分類と分析結果の統計値を表－６に示す．外的基準は観測された「非放置」，「放

置」の２分類である．対象データには「非放置」と「放置」の繰り返し行動が３％程度あった

がこれは除いた．

決定係数ρ２は０．５２２４であり，ここで想定したアイテムカテゴリーが非放置・放置行動の判別

に５０％程度の説明力があることが分かった．サンプルスコアーの標準偏差σは，「非放置」が

０．９２３４，「放置」は０．４６４５であり，非放置行動のばらつきが大きいことがわかる．そのため判

別基準値は「放置」のサンプルスコアーの平均値により近い０．１１２２となった．ここで判別基準

値は式－２より求められる．

判別基準値＝
μ１σ２＋μ２σ１

σ１＋σ２
式－２

ここで

μ１，μ２：外的基準カテゴリー１及び２のサンプルスコアーの平均値

σ１，σ２：外的基準カテゴリー１及び２のサンプルスコアーの標準偏差

� 説明変数とカテゴリー分類

説明変数のカテゴリー分類とアイテムカテゴリーの統計値を表－７に示す．判別分析での説

明変数の選定にはいくつかの考え方があるが，ここでは従属変数と独立変数なる考え方ではな

く，外的基準との関係を知ることを主に考えた．説明変数のカテゴリー分類は以下のとおりで

ある．

カテゴリー サンプル数
サンプルスコアー
の平均値（μ）

サンプルスコアー
の標準偏差（σ）

判別基準値

非放置 ８４１（４１．１％） －０．８６５２（μ１） ０．９２３４（σ１）
０．１１２２

放 置 １，２０５（５８．９％） ０．６０３８（μ２） ０．４６４５（σ２）

表－６ 外的基準の統計値（ρ２＝０．５２２４）

�
�
�

３７非放置路上駐停車行動に関する統計分析
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（イ）アイドリング

アイドリング行動の有無であり，アイドリング状態か否かの２分類とした．なおアイドリン

グ状態と非アイドリング状態を繰り返すものが１．３％程度あったがこれは除いた．

（ロ）駐車時間長

表に示す５分類とした．駐車時間の長さと非放置・放置行動の関係を知ることができる．

（ハ）車種

車種分類は，乗用車・RV車，商用車，トラックの３分類とした．ここではほぼその全てが

非放置となるタクシーは除いた．

説明変数 カテゴリー分類 サンプル数 カテゴリー レンジ 偏相関係数

スコアー

（イ）アイドリング ①アイドリング状態 １，１２０ －０．２７６ ０．６１０ ０．２７８

②非アイドリング状態 ９２６ ０．３３４

（ロ）駐車時間長 ①５分以下 １，２４１ ０．０６１ ０．５３５ ０．０９２

②５分～１５分 ５４７ －０．０５７

③１５分～３０分 １７８ －０．１２０

④３０分～６０分 ５７ －０．２１６

⑤６０分以上 ２３ －０．４７４

（ハ）車種 ①乗用車・RV車 １，１７９ －０．０８４ ０．２６５ ０．０９３

②商用車 ３３６ ０．１８１

③トラック ５３１ ０．０７１

（ニ）荷扱い量 ①荷無 ５２９ －０．１７１ ０．３０３ ０．１０５

②少量 ９５７ ０．０２４

③中量 ２９５ ０．１３３

④多量 ２６５ ０．１０７

（ホ）目的 ①業務 ４６７ ０．３３２ １．５７７ ０．４３８

②配達 ６６９ ０．５０８

③工事 １９ ０．１９１

④私用 ３７６ ０．１３７

⑤送迎 ５１５ －１．０６９

（ヘ）用務先距離 ①乗降無し ３６７ －０．４１８ ０．６４０ ０．１７４

②直近 １，３４６ ０．１０３

③街区側面 ２１７ ０．０３６

④対面街区 ５６ ０．２２２

⑤他街区 ６０ －０．０８０

表－７ 説明変数の統計値

堂 柿 栄 輔・佐 藤 哲 身・吉 田 文 夫３８
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（ニ）荷扱い量

駐車に伴う荷扱いの状況を，量の区分で，

「荷無（荷物の積卸しない）」，「少量（片手程度

で扱える量）」，「中量（両手を使う量）」，「多量

（一度では運びきれない量）」の４分類とした．

（ホ）目的

駐車の目的分類である．「業務」，「配達」，「工

事」，「私用（買い物）」，「送迎」の５分類とした．その他例えば車中での食事や休憩目的等の

駐車は除外した．

（ヘ）用務先までの距離

駐車した場所から用務先までの距離の４分類である．この関係を図－７に示す．①「直近」

は駐車場所の直近，②「街区側面」は駐車した街区の側面，③「対面街区」は道路の向かい

側，④「他街区」は信号交差点を越えた他の街区とした．順序尺度の分類である．

� 説明変数の説明力

外的基準の判別に対する説明変数の説明力は，カテゴリースコアー及びレンジで知ることが

できる．分析の結果，

①６つの説明変数の中では「（ホ）目的」が外的基準の判別に最も寄与することがわかった．

このレンジは１．５７７であり，次に説明力の大きな「（ヘ）用務先距離」の２．４６倍の大きさであ

る．カテゴリー分類では「送迎」のカテゴリースコアーが－１．０６９であり，この目的の「非放

置」の傾向が特に強いことがモデルの分析からもわかる．一方，「配達」のカテゴリースコ

アーは正の最大値となり，「放置」の傾向が強いことがわかる．また「業務」と「私用」は中

間的値となったが，前者は「放置」の傾向，後者は「非放置」となる傾向がある．

②「（ヘ）用務先距離」のレンジは２番目の大きさである．カテゴリー分類では，「乗降無し」

と「他街区」のカテゴリースコアーが負の値であり「非放置」となる傾向があること，また用

務先への距離の増加による非放置の増加又は減少の一律の傾向はみられないことがわかる．

③外的基準と「（イ）アイドリング」の関係では，「アイドリング状態」は「非放置」，「非アイ

ドリング状態」は「放置」の傾向となる．この説明変数のレンジは０．６１０であり，６つの説明

変数の中で３番目の説明力となった．外的基準とこの説明変数の関係は独立変数と従属変数の

関係ではないが，非放置・放置行動とアイドリングとの関係がモデル分析でも確かめられた．

④「（ロ）駐車時間長」では，駐車時間の増加に従い非放置となる傾向があることがわかっ

た．カテゴリースコアーの値から，この関係は単調増加である．このことは，放置車両の駐車

規制を重点とした現在の取り締まり制度とドライバーの自衛行動の関係をよく表している．

図－７ 用務先までの距離分類

３９非放置路上駐停車行動に関する統計分析
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⑤「（ハ）車種」及び「（ニ）荷扱い量」の外的基準判別

に対する影響は比較的小さかった．これは道路交通法や

道路運送法による車種分類が必ずしも機能分類となって

いないこと，事業用車両または自家用車両による荷扱い

の状況が車種との関係で多様な傾向をもつことによるも

のであろう．

� モデルの推定精度

モデルによる推定値と観測値との比較を表－８に示

す．表中横欄は観測値であり，縦欄はモデルによる推定

値である．例えば横欄「非放置」計の８４１は，「非放置」

の観測値であり，縦欄「非放置」計の８１２はモデルによる推定値である．これよりモデルによ

る非放置台数の推定値は観測値の９７％（＝８１２÷８４１×１００）であり推定精度は高いことがわか

る．一方観測値の「非放置」８４１の内，観測値と推定値の両方で「非放置」となったものは６７０

であり，他１７１は観測で「非放置」であったものを推定では「放置」と判別した結果である．

従って個々のサンプルの誤判別の割合は２０．３％（＝１７１÷８４１×１００）である．同様に推定値の

「非放置」８１２の内，１４２は観測では「放置」であり誤判別の割合は１７．５％であった．

観測結果と推定結果が外的基準の同じカテゴリー分類となったものは１，７３３（＝６７０＋

１，０６３）であり，判別率は８４．７％（＝１，７３３÷２，０４６×１００）である．

７．まとめと課題

非放置路上駐停車行動に関する本研究の成果と課題を以下に示す．

� 放置車両取り締まりの経緯

平成１８年より行われている民間監視員による放置自動車の取り締まりは，道路交通法上はい

わば二重基準の実施である．この理由を道路交通法令では明記していないが，本研究では幾つ

かの根拠からこの理由を推察した．警察権に限らず行政行為は運用の幅が広く，これを外部か

らうかがい知ることは難しい．従って本研究の推察結果を当事者に検証することも難しいが，

平成以降の駐車規制の考え方の変化や幾つかの新たな施策からこの様な理解が自然と考えた．

� 非放置行動に関する統計的分析

法基準による違法行為，放置行為等の行動を駐車目的や駐車時間長，またアイドリング等の

特性から示した．これより違法行為に占める放置行為の割合，目的による行動の差や駐車時間

観測＼推定 非放置 放 置 計

非放置 ６７０ １７１ ８４１

７９．７％ ２０．３％ １００％

８２．５％ １３．９％ ４１．１％

放 置 １４２ １，０６３ １，２０５

１１．８％ ８８．２％ １００％

１７．５％ ８６．１％ ５８．９％

計 ８１２ １，２３４ ２，０４６

３９．７％ ６０．３％ １００％

１００％ １００％ １００％

表－８ 実測値と推定値

堂 柿 栄 輔・佐 藤 哲 身・吉 田 文 夫４０
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長による放置行動の変化を示した．特に放置行為とアイドリングの関係からは環境問題に対し

有益な知見を得られた．調査は札幌市で行ったが，相当数のサンプル数を得たこともあり，我

が国地方都市での路上駐車行動の参考値を提供できたと考える．しかし調査箇所はいわゆる駅

前通りを中心とした駐車場整備地区であり，地区特性等は考慮出来なかった．

� 非放置・放置行動の判別分析

数量化Ⅱ類モデルによる非放置・放置行動の判別では，設定したいくつかの説明変数から一

定の説明力のあるモデルを得た．この結果外的基準の判別に対し，駐車目的，用務先までの距

離，アイドリングや駐車時間長等の駐車特性が寄与すること，また各々のカテゴリー分類が外

的基準の判別に与える影響が分かった．得られたモデルの外的基準判別の精度はかなり高い

が，個々のサンプルについては８５％程度の判別率となった．

� 今後の課題

路上駐車は都市機能と一体であり，必ずしも法に従い厳格に管理する必要がないことは関係

主体や市民のの暗黙の了解ではあろう．これは法律に対する我が国の考え方でもある．一方本

来の駐車規制はさておき，放置自動車の取り締まりを優先せざるを得なかった理由を考える

時，法運用の結果として本来の規範とは大きく異なる交通秩序が常態化しそれ自体が規範と

なったことも理解しなければならない．遵守は出来ないが高い規制基準を設定し，それを目標

とする現在の法運用に対し，現在の経済活動や市民生活を維持した上で遵守可能な規制基準を

再設定し，それを守ることは考えられないか．路上駐車管理の再構築を行うことも検討の余地

はある．
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和６３（１９８８）年１２月

３３）冨永誠美：欧米の道路交通法にみる考え方，国際交通安全学会誌Vol１４，No．４，pp．１３－１９，昭和６３

（１９８８）年１２月

３４）山田卓生：法における安全の考え方，国際交通安全学会誌Vol１９，No．４，pp．４０－４６，平成５（１９９３）年１２

月

３５）越智俊典：交通管理の変遷，国際交通安全学会誌Vol２０，No．１，pp．４－１５，平成６（１９９４）年３月

３６）小林實：黎明期にみる交通安全の研究，国際交通安全学会誌Vol２０，No．１，pp．３５－４４，平成６（１９９４）年

３月

３７）栗山定幸：マスコミから見た交通安全史，国際交通安全学会誌Vol２０，No．１，pp．４－１５，平成６（１９９４）

年３月

３８）滝田一成：規制の実効性，国際交通安全学会誌Vol２０，No．４，pp．３８，平成６（１９９４）年１２月
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３９）尾形隆彰：「交通をめぐる法」特集に当たって，国際交通安全学会誌Vol２５，No．１，pp．４－５，平成１１

（１９９９）年９月

４０）山田卓生：交通法学の立場から－安全と事故規制，国際交通安全学会誌Vol２５，No．１，pp．６－１３，平成１１

（１９９９）年９月

４１）阿久津正好：平成１１年道路交通法改正について，国際交通安全学会誌Vol２５，No．１，pp．１４－p２１，平成１１

（１９９９）年９月

４２）林陽一：交通過失における過失構造論と危険概念，国際交通安全学会誌Vol２５，No．１，pp．４０－４５，平成１１

（１９９９）年９月

４３）松村良之：自転車交通をめぐる法律問題，国際交通安全学会誌Vol２５，No．１，pp．４６－５３，平成１１（１９９９）

年９月

４４）桜田一之：交通安全対策による社会的損失の抑制効果に関する研究，国際交通安全学会誌Vol２５，No．１，

pp．６９－７３，平成１１（１９９９）年９月

４５）リチャード・E・オルソップ：イギリスにおける交通安全戦略と目標，国際交通安全学会誌Vol２５，１月，

pp．７４－８２，平成１１（１９９９）年９月

４６）桐生正幸：歩行者とドライバーの交差（衝突），国際交通安全学会誌Vol３０，No．２，pp．３０－３７，平成１７

（２００５）年８月

４７）今井猛佳：交通事犯とその刑事法的規制－近似の状況を踏まえて，国際交通安全学会誌Vol３０，No．４，

pp．９３－９７，Dec.，２００５．１１．

４８）岡田清：交通法規制の変遷，国際交通安全学会誌 Vol３０，special number，pp．５９，Sep.，２００５．１１．

４９）越正毅：事故死者半減のために，国際交通安全学会誌 Vol３０，special number，pp．５９，Sep.，２００５．１１．

５０）矢代隆義，横山雅之，廣田耕一，栗島明康，太田誠，佐々木真郎：特集交通警察の回顧と展望，月刊交通

第３８巻第１号通巻４５６号pp．６－５１，道路交通研究会，東京法令出版，２００７年１月．

５１）末井誠史，倉田潤，橋本晃，多胡令，太田誠，広畑義久：特集交通警察の回顧と展望，月刊交通第３９巻第

１号通巻４７０号pp．６－５３，道路交通研究会，東京法令出版，２００８年１月．

５２）東川一，倉田潤，橋本晃，石田高久，牛島正人，広畑義久：特集交通警察の回顧と展望，月刊交通第４０巻

第１号通巻４８３号pp．６－５１，道路交通研究会，東京法令出版，２００９年１月．

５３）東川一，室城信之，加藤晃久，和田昭夫，石田高久，首藤祐司：特集交通警察の回顧と展望，月刊交通第

４１巻第１号通巻４９６号pp．６－５２，道路交通研究会，東京法令出版，２０１０年１月．

５４）森地茂，浜岡秀勝：交通事故の危険意識に関する考察，土木計画学研究・論文集１２，pp．７１３－７１８，土木学

会，１９９５．８

５５）室町泰徳，竹内大一郎，原田昇，太田勝敏：法規遵守態度に着目した違法路上駐車行動に関する分析，土

木学会論文集No．７３７/Ⅳ－６０，pp．３９－４６，土木学会，２００３．７

５６）堂柿栄輔，井上信昭：都心部街路の路上駐車に関する法的施策と市民意識について，土木計画学研究Vol

２３．No１，pp．６０９－６１６，土木学会，２００６．９

５７）堂柿栄輔：道路交通法における停車容認時間に関する一考察，第６１回年次学術講演会講演概要集CD−

ROM，土木学会，２００６．９．

５８）丑越勝也，森本章倫，古池弘隆：ドライバーの交通取締りへの関心と危険意識に関する研究，土木計画学

研究Vol２４．No１，pp．８１９－８２４，土木学会，２００７．９

５９）三谷哲雄，日野泰雄，横井耕二，吉田長裕：生活道路交差点における交通安全対策整備と交通事故発生状

況，土木計画学研究Vol２５．No４，pp．８２３－８２８，土木学会，２００８．９

６０）船本悟史，森本章倫：交通取締りが狭域的な交通事故減少に及ぼす影響に関する研究，土木計画学研究Vol

２５．No４，pp．８８９－８９６，土木学会，２００８．９

６１）堂柿栄輔・梶田佳孝・井上信昭：非放置路上駐停車行動に関する調査研究，土木学会西部支部研究発表会

講演概要集CD−ROM，土木学会西部支部，２０１３．３

４３非放置路上駐停車行動に関する統計分析
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６２）堂柿栄輔・梶田佳孝：路上駐車の非放置駐車行動に関する調査研究，第６８回年次学術講演会講演概要集CD

−ROM，土木学会，２０１３．９

６３）新谷洋二：都市内駐車対策の歴史的考察と駐車場整備の課題，交通工学，Vol．２１増刊号，pp．２２０－

２２７，１９８６．

６４）新谷洋二：都市の駐車対策をめぐる諸問題，新都市３９巻２号，pp．２１６－２１９，１９８５．

６５）新谷洋二：路上駐車対策のための駐車場整備の課題，第２６回日本交通科学協議会講演概要集，pp．２２８－

２３１，１９９０．

６６）新谷洋二：駐車問題について，日本交通政策研究会講演会講演集，pp．２３２－２３９，１９９３．

６７）越正毅：駐車問題と駐車政策，国際交通安全学会誌，Vol１２，No２，pp．７４－７６，１９８６．６．

６８）鹿島茂：主要自動車国の駐車政策とその比較，国際交通安全学会誌，Vol１２，No２，pp．７７－８３，１９８６．６

６９）越正毅：都市の駐車問題，交通工学Vol２１増刊号，pp．１－３，１９８６．１０．

７０）東川一：改正道路交通法の駐車対策，交通工学Vol２１増刊号，pp．１２－１６，１９８６．１０．

７１）小林好蔵，中下晴興：ヨーロッパにおける駐車対策，交通工学Vol２１増刊号，pp．６０－６７，１９８６．１０．

７２）山口健次：地方都市の駐車問題，国際交通安全学会誌，Vol１２，No２，pp．９２－９７，１９８６．６．

７３）越正毅，藤川寛之，島田尚武，岡野行秀：駐車場問題を考える，道路建設No５１８，�日本道路建設業協
会，平成３年（１９９１）２月．

７４）交通工学研究会：駐車対策（第４７回第４８回交通工学講習会テキスト），交通工学研究会，平成３年（１９９１）

７月・１０月．

７５）高橋洋二：駐車政策の今後の展望－１．都市における駐車問題，交通工学Vol２９，No６， pp．５５－

６０，１９９４．１１．

７６）小菅孝嗣：駐車政策の今後の課題－３．違法駐車の現状と警察の駐車対策，交通工学Vol３３，No２，pp．３３－

３８，１９９５．３．

７７）中村英樹：総合都市交通戦略としての駐車管理，交通工学Vol３４，No１，pp．３－８，１９９９．１１．

７８）交通工学編集委員会講座WG：“都市交通施策に関わる法制度”１．各種法制度の体系とその変遷，交通工学

Vol３４，No３，pp．５１－５７，１９９９．１１．

７９）原田昇，橋本成仁：道路空間の再配分－考え方と事例－，交通工学Vol３６，No１，pp．２３－３０，交通工学研

究会，２００３．１１．

８０）石田高久：新たな駐車対策法制による違法駐車取締まり，国際交通安全学会誌Vol３１，No．２，pp．１３１－

１３７，国際交通安全学会，２００６．９．

８１）桑原雅夫：路上駐車管理ーどこにバランスを求めるか，交通工学Vol．４１，No．６，pp．１－３，交通工学研究

会，２００６．１１．

８２）森本章倫：路上駐車管理と都市計画，交通工学Vol．４１，No．６，pp．５－９，交通工学研究会，２００６．１１．

８３）塚口博司：違法駐車取締まりの必要性と駐車管理方策の課題，交通工学Vol．４１，No．６，pp．１０－１５，交通

工学研究会，２００６．１１．

８４）小倉忠志：新たな駐車対策法制施行後の都内の駐車状況等の変化について，交通工学Vol．４１，No．６，

pp．１６－２３，交通工学研究会，２００６．１１．

８５）中村英樹：路上駐車管理に関する研究，交通工学Vol．４１，No．６，pp．２４－２７，交通工学研究会，２００６．１１．

８６）藤田清二：ドイツの駐車空間計画の概要，交通工学Vol．４１，No．６， pp．２８－３３，交通工学研究

会，２００６．１１．

８７）中村英樹，中井麻衣子：路上駐車を考慮した街路構造，交通工学Vol．４１，No．６，pp．４０－４４，交通工学研

究会，２００６．１１．

８８）大口敬：先進諸国における路上駐車管理事例，交通工学Vol．４１，No．６，pp．４５－４８，交通工学研究

会，２００６．１１．

８９）佐々木卓：路上駐車管理のITS技術の活用に関する検討，交通工学Vol．４１，No．６，pp．４９－５５，交通工学研
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究会，２００６．１１．

９０）松本昌二：都心部活性化をめざす先進国の駐車マネジメントの動向と我が国地方都市での政策課題，交通

工学Vol．４２，No．６，pp．７５－８３，交通工学研究会，２００７．１１．

９１）塚口博司：住区内街路における駐車現象の分析と街路運用に関する研究，土木計画学研究・論文集４，

pp．２４５－２５２，土木学会，１９８６．１０．

９２）堂柿栄輔，佐藤馨一：都心商業地域における荷捌き施設に関する研究，土木計画学研究・論文集９，

pp．１３３－１４０，土木学会，１９９１．１１．

９３）高橋勝美，原田昇，太田勝敏：路上空間の有効利用のための路上駐車政策に関する考察－海外と我が国の

比較を通して－，１９９２年学術研究論文集，pp．４０９－４１４，都市計画学会，１９９２．１０．

９４）堂柿栄輔，佐藤馨一，五十嵐日出夫：都心部街路における駐停車待ち交通の特性とその対応策に関する研

究，土木学会論文集No．４５８/Ⅳ－１８，pp．５５－６３，１９９３．１．

９５）岐美宗，高田邦道：業務用自家用自動車の路上駐車対策，１９９３学術研究論文集，pp．１１５－１２０，日本都市計

画学会，１９９３．１０．

９６）飯田克宏，塚口博司：街路空間の再配分と交通サーキュレーションに関する研究，土木学会論文集No．５００/

Ⅳ－２５，pp．４１－５０，１９９４．１０．

９７）堂柿栄輔，Mitsuru SAITO，五十嵐日出夫：都心部街路における駐停車待ち交通量の推定と駐車規制及び指

導の効果に関する研究，土木学会論文集No．５００/Ⅳ－２５，pp．２１－３０，１９９４．１０．

９８）太田勝敏：都市における駐車マネジメント政策についての考察，交通学研究，pp．７７－８６，交通学

会，１９９５．１０．

９９）堂柿栄輔：都心部における路上駐車施設利用の特性とその判別に関する研究，土木学会論文集No．５４８/Ⅳ－

３３，pp．３５－４４，１９９６．１０．

１００）飯田克宏，塚口博司，香川裕一：都心部における街路のあり方と街路空間再配分に関する研究，土木計画

学研究・論文集１４，pp．７１３－７２０，土木学会，１９９７．９．

１０１）鈴木孝治，西村昂，日野泰雄，村上睦夫：建物用途別駐車需要から見た路上駐車施設設置効果に関するモ

デル分析，土木計画学研究・論文集１４，pp．７２１－７２６，土木学会，１９９７．９．

１０２）高橋洋二，兵藤哲朗，松尾靖浩：都市内の荷捌き実態と路上駐停車方策に関する研究－千葉都心部をケ－

ススタディとして－，１９９７学術研究論文集，pp．５８３－５８８，都市計画学会，１９９７．１０．

１０３）高田邦道他：路上駐車の適正な利用を図るための管理手法に関する調査研究，交通安全対策振興助成研究

報告書（一般研究），財団法人佐川交通社会財団，Vol１５pp．３０－４０，２０００．１１

１０４）室町泰徳，竹内大一郎，原田昇，太田勝俊：法規遵守態度に着目した違法路上駐車行動に関する研究，土

木学会論文集No．７３７/Ⅳ－６０，pp．３９－４６，２００３．７．

１０５）堂柿栄輔，井上信昭：都心部街路の路上駐車に関する法的施策と市民意識について，土木計画学研究論文
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